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 自治体によるスタートアップの欧州展開支援

京都市における基本方針
京都市では、「突き抜ける世界都市 京都」の実現を目

指し、世界と社会にインパクトを与えるスタートアップ
創出に取り組んでいる。京都市の強みの一つは、35 の
大学・短期大学が立地する「大学のまち」であるという
点にある。京都大学をはじめとする、世界トップレベル
の大学・研究機関が集積しており、ライフサイエンス・
グリーンテック・素材・AI といったディープテック分
野で、次世代産業をけん引する革新的なシーズ（注１）が
日々生み出されている。

京都市における 
海外展開支援に関する取り組み

京都市では、海外市場に挑戦する京都のスタートアップ
を積極的に支援するため、2025 年度から新たな取り組み
を開始している。その一つが、海外展開を目指すスタート
アップの販路開拓・海外資金獲得を目的に、海外展示会な
どへの出展や個別伴走支援を実施する「京都スタートアッ
プ・海外展開支援プロジェクト」である。昨年度はフラン
スの VIVATECH やフィンランドの Slush といった欧州最
大級の展示会に参加するなど、欧州の投資家や協業先企業
などと直接繋がる貴重な機会を創出している。

二つ目が、海外企業・政府関係者の訪日に合わせて、
京都企業の視察・スタートアップとの交流機会を創出す
る「Tech Tour Kyoto」。昨年度は 35 件、29 の国・
地域の人にお越しいただくなど、京都のまちのポテン
シャルを最大限に活用し、文化だけでない京都の産業面
の魅力を世界に発信している。

京都市におけるスタートアップの
海外・欧州展開支援について

京都市産業観光局スタートアップ・産学連携推進室
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今後の展望
スタートアップが海外で成果を上げるには、継続的な

海外展開の実施、現地側での協力者の獲得などが不可欠
である。そこで京都市では、「海外での発信力の強化」「海
外エコシステムとの連携強化」を軸に支援策を深化させ
ている。前者については、展示会参加の際に他自治体や
日本貿易振興機構（JETRO）などとの連携により、ブー
ス出展・イベントなどを積極的に実施している。また、
国内最大規模のスタートアップ・カンファレンス（IVS）
の開催、各国商工会議所などへの加入を通じ、国内外に
向けた発信強化にも取り組んでいる。

後者に関しては、スタートアップが海外市場に進出す
る際のハードルを低減できるよう、姉妹都市などとの関
係を強化し経済分野での協業モデル構築に向けた取り組
みを進めている。とりわけ、パリ（フランス）、ケルン（ド
イツ）などでは産業支援機関などとの協力体制を確保で
きるようコミュニケーションを深めている。また、一部
地域では、現地エコシステムビルダーとの間でパートナー
関係を構築し、現地コミュニティーとの接点の創出や、
スタートアップへの継続的な支援を通じて、現地市場へ
の浸透と事業拡大を後押しすることを目指している。

京都では、歴史と文化を基軸としながらも、常に新し
いものを取り入れてきた革新の街である。私たちはこれ
からも、世界中のクリエイティブな人々を呼び込み、多
様な才能が交ざり合い、新しい価値を産み出し続ける京
都ならではのグローバル・エコシステムの構築を目指し
ていく。本取り組みに対する皆様のご理解とご協力を心
よりお願いしたい。

IVS2026 における会場の様子

VIVATECH 2026 に出展した際の様子

-------------------------------------------------------
注１：�大学や企業、研究機関が保有する技術、アイデア、ノ

ウハウなど、商品化、事業化の“種”となる要素のこと
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フランスの州におけるイノベーション政策
（CLAIR REPORT No.572 の調査成果より）

（一財）自治体国際化協会パリ事務所
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トムアップの現場密着型政策が緊密に連動し、相互補完
性を保っている点にある。国と州という２つの主要な層
が、現場の組織を巻き込みながら機能する明確な仕組み
が存在している。

まず、国家レベルでは大規模投資計画「フランス
2030」や「未来への投資計画（PIA）」といった長期投資
計画を通じてイノベーションが求められる特定の戦略的
分野を定め、大規模な資金供給を行っている。この国家
ビジョンを地域レベルで執行するための中心的実務機関
が、政府系投資銀行の「Bpifrance」である。同行は全国
に約 50 の地方事務所ネットワークを展開しており、高
度な専門性を生かした資金管理や企業の目利きを行って
いる。また、資金の管理権限を持つ各州政府とパートナー
シップ協定を結ぶことで、公的資金を企業へ効率的に配
分する共通の金融プラットフォームとして機能している。

また、地方行政における経済開発の中心的な指導役とし
て位置づけられているのは、フランス本土の 13 州である。
各州は、自身の産業構造や研究資源を分析し、経済指針と
なる基本戦略文書「SRDEII（経済開発・イノベーション・
国際化に関する州計画）」を策定・運営している。この計
画を起点にさまざまな事業が展開される。同時に、欧州地
域開発基金（ERDF）からの資金援助を受けるための要件
ともなっている「スマート・スペシャリゼーション戦略

（S3）」もまた、州がイノベーション政策を進める上で重要
な戦略となっている。各州は産官学民による連携のもとで
自らの地域特性を分析し、重点的に育成・投資する分野を
定めている。実際の各州の戦略を見ると、その内容は地域
特性を色濃く反映しており、首都パリを擁するイル＝ド＝
フランス州は、量子技術、人工知能（AI）、バイオテクノ
ロジー、ヘルスケア技術を優先分野としている。一方、ブ
ルターニュ州やノルマンディー州では海洋経済や海洋資
源、ブルゴーニュ＝フランシュ＝コンテ州やオクシタニー
州では持続可能な食品生産のためのバリューチェーンや健
康的、持続可能で地域に根差した食料など、それぞれの
地域資源を生かした優先分野が設定されている。

そして、これら国と州が描いた戦略を現場で具体化す

はじめに
日本にとって、フランスのイノベーション・エコシス

テムは注目に値する取り組みである。フランスはかつて
の高度経済成長期後の停滞を打破するため、2005 年に
政府に向けて発表された提言「べファ・レポート」を契
機に政府主導のイノベーション政策へと舵を切り、国家
が主となって地方自治体と一体となったイニシアチブを
展開し、イノベーションの創出を推進してきた。日本と
フランスの地方都市は、産業の空洞化、ヒト・モノ・カ
ネの首都一極集中、労働力不足、少子高齢化、財政難な
ど、多くの共通する社会課題に直面している。実際に、
パリにおける世界最大級のスタートアップ支援施設

「Station F」や毎年開催されるテクノロジーの展示会
「VIVATECH」には日本の公的機関や企業も参画してお
り、両国のスタートアップやイノベーションをテーマと
した経済交流は近年盛んになっている。

本稿では、３月に公表した CLAIR REPORT No.572
『フランスの州におけるイノベーション政策』の一部を
紹介し、フランスのイノベーション政策を概観する。

フランスにおけるイノベーション政策の特徴
フランスは伝統的な中央集権国家であるが、1980 年

代以降、地方分権改革が進んできた。フランスの地方自
治体は、約３万 5,000 を数える基礎自治体のコミュー
ン（commune）、それを統括する県（département）、
そして広域自治体でフランス本土を 13 に分かつ州

（région）で構成され、さらに近隣のコミューンを束ね
行政サービスを効率化する役割を保つ大小の広域行政組
織が存在する。経済開発に関しては、1980 年代より国
から地方への移譲が始まり、2015 年の「NOTRe 法（共
和国の新たな地方組織に関する法律）」の施行により、
広域の自治体である州が地域経済開発における主導的役
割を担うようになった。

フランスにおけるイノベーション推進政策の最大の特
徴は、国家によるトップダウンの戦略性と、州によるボ
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るため、エコシステム内では、州または広域行政組織が
設置する「経済開発公社」と、国家のラベル認証を受け
た各種組織が、それぞれの役割分担のもとで機能してい
る。まず、州経済開発公社は、自治体と地域の経済主体
をつなげる存在として、地域の経済活動と雇用の創出を
促進することを目的としている。多くは非営利団体の形
態をとり、これによって自治体と比べて自由な活動が可
能になる。公社自体は直接的な企業への資金提供は行わ
ず、民間により近い立場として、各公的機関の支援に関
する情報を集約し、適切な資金提供先への誘導やカウンセ
リング、情報提供、ネットワーキングといった伴走支援
を専門とする。また Bpifrance 州支部や州商工会議所な
ど地元関係主体と連携して支援のネットワークを構成し、
現場の意見を取り込んで州政府に提言する役割も持つ。

一方、「国家のラベル認証を受けた組織」は、特定の専門
領域におけるイノベーションやプロジェクトを直接創出・
支援する実務組織である。具体的には、スタートアップ・
エコシステムの育成や企業への直接支援を行う「ミッショ
ン・フレンチテック」、特定の地域とテーマを軸に企業・研
究機関・職業訓練機関を集積させ、産学官の連携による共
同研究プロジェクトやイノベーションを創出する「競争力
クラスター」がその代表例である。さらに、大学や公的研
究機関の研究成果（特許やソフトウェアなど）を企業へ移
転し社会実装を加速させる窓口として、フランス全土に 13
設置されている準公的機関の「技術移転促進会社（SATT）」
があり、概念実証のための資金調達、ライセンス供与、初
期資金調達支援などを担っている。このように、経済開発
公社が州内の支援情報を集約して企業を案内・仲介する一
方で、フレンチテックや競争力クラスター、SATT といっ
た国家認証組織がそれぞれの専門領域で直接的な支援やプ
ロジェクトを創出するという協力体制が構築されている。

このように、フランスのエコシステムは、国が示す大
きな方向性と州独自の成長戦略、そして現場の専門機関
が同一の戦略的目標のもとで活動を展開する、統制され
たガバナンス構造によって成り立っている。

日本の自治体イノベーション政策への示唆
フランスにおけるこれら多層的なイノベーション推進

体制からは、日本の自治体がイノベーション政策を展開
する上で、三つの示唆を得ることができる。

第一に、国の統一的な施策と地域の実情に応じた施策

の 一 貫 性 で あ る。 フ ラ ン ス で は、 国 が「 フ ラ ン ス
2030」などを通じて戦略的な方向性を示し、州がそれ
を地域の経済戦略（SRDEII）に反映させる仕組みが構
築されている。国の統一的なビジョンを維持しつつ、地
域の産業特性に応じて施策を展開することで、国と州が
連携した効果的な政策運営が実現している。

第二に、高度な専門性を持つ公的金融機関の役割である。
フランス全国に約 50 の地方事務所ネットワークを有する
Bpifrance が、技術や市場の目利きとして企業とリスクを
共有し、融資や投資、保証に加え、コンサルティングなど
を統合的に提供している。資金供給と事業成長支援をワン
ストップで行い、地域に密着して伴走する仕組みは、日本
の地域金融における支援機能強化のモデルとなり得る。

第三に、地域特性に応じた重点分野への「選択と集中」
である。各州が EU のスマート・スペシャリゼーション
戦略（S3）に基づき、地域の強みを持つ分野を特定し、
その分野に限られた資源を集中的に投入している。また、
競争力クラスターを核とした産学官連携により、地域産
業の競争力強化を図っている。地域固有の技術や産業基
盤を生かした「選択と集中」は、首都圏への経済集中を
地域へ分散させ、地域独自の競争優位を確立する上で、
日本の自治体にも参考となる考え方といえる。

人口減少や産業構造の転換が進む中、地域の競争力を
維持・強化するためには、それぞれの地域特性を的確に
把握し、多様な主体が連携するイノベーション・エコシ
ステムを構築することが重要である。フランスの州にお
ける実践は、限られた資源を有効に活用しながら持続可
能な地域経済を形成していくうえで、日本の自治体に多
くの示唆を与えるものといえる。

本稿の詳細については CLAIR REPORTにて
各州の政策立案の仕組みやガバナンス、支援機関の役

割など、より詳細な内容は、「CLAIR REPORT No.572
『フランスの州におけるイノベーション政策』」に取りま
とめている。本レポートでは、国家投資計画「フランス
2030」の実施機関や、ミッション・フレンチテック、
競争力クラスター、技術移転促進会社（SATT）などの
主要オペレーターの役割や具体的な支援制度の構造につ
いても具体的に説明している。ぜひご参照いただきたい。

（https://clairparis .org/wp-content/uploads/ 
2026/03/572.pdf）
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ル環境の整備」や「欧州独自の技術基盤の確立」を進め
る観点から、AI やクラウド関係の企業が積極的に出展さ
れた。また、エネルギー、航空宇宙、通信、ラグジュアリー
といった幅広い産業の出展者もそれぞれの分野でのイノ
ベーション推進に係る取り組みを紹介した。

また、国別のパビリオン数は昨年比約 20% 増となる
60 カ国へと拡大し、それぞれの国が自国の強みや地域特
性を反映した最先端技術やソリューションなどを紹介し
た。その中でも、本年の「カントリー・オブ・ザ・イヤー」
に選出されたドイツのパビリオンには、200 以上のスター
トアップに加え、14 の連邦州、150 以上のパートナー企
業・研究機関が集結し、国と地方が一体となってイノベー
ション・エコシステムを強力にけん引している姿をひと
きわ印象付けた。

「カントリー・オブ・ザ・イヤー」のドイツパビリオン

拡大するJAPAN Villageの取り組み
「JAPAN Village」は、日本の地方自治体がそれぞれの

地域のスタートアップ企業と連携して共同出展する日本
パビリオンである。本年の参加自治体数は、昨年の４自
治体から倍増となる８自治体（東京都、静岡県、愛知県、
京都府・市、関西広域連合、大阪市、広島県）へと拡大し、
日本各地のエコシステムを幅広く示す機会となった。

JAPAN Village のブースデザインは日本らしい桜の花

このたび、欧州最大級のテクノロジーイベント
「VIVATECH 2026」を現地で視察する機会を得た。会場
では、社会課題の解決に向けた多様なイノベーションを
推進する熱気に包まれていた。本稿では、その現場で得
た知見をもとに、日仏双方のイノベーション戦略の動向
やエコシステム構築の実態を紹介する。

VIVATECH 2026 の概要と開催状況
2026 年６月 17 日から 20 日にかけて、パリ 15 区の

展示会場 Paris Expo Porte de Versailles にて「VIVATECH 
2026」が開催された。今年で 10 回目を迎える本イベン
トは、世界中のスタートアップ、企業、研究機関、国、
自治体が集まり、最新の技術革新や社会課題解決の取り
組みを紹介する場として年々その国際的な存在感を高め
ている。会期中は 165 カ国から総勢 20 万人の来場者で
にぎわい、６月 18 日にはマクロン仏大統領も視察に訪れ
るなど、国内外からの注目度の高さがうかがえる。

会場外観。VIVATECH は今年で 10 周年を迎えた

欧州企業および世界各国による 
最新技術の発信

今年の出展者総数は 4,500 社にのぼり、AI、クラウド、
産業分野を中心に、欧州を代表する企業が多数参加し、
最新技術やスタートアップとの協業事例を紹介した。特
に、欧州が戦略的に重視する「安全で信頼できるデジタ

VIVATECH 2026 視察レポート： 
拡大する JAPAN Village と日仏自治体のイノベーション戦略

（一財）自治体国際化協会パリ事務所　所長補佐　鎌田　慎也（三重県津市派遣）
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びらをモチーフとした柔らかい印象で、来場者が自然と
足を止める魅力的な空間を創出した。各自治体のブース
では、それぞれの地域にゆかりのあるスタートアップ企
業が地域の強みや産業構造を背景とした技術・サービス
を紹介していたほか、日本貿易振興機構（JETRO）が用
意したピッチエリアでは、各出展者が自身の持つソリュー
ションを短い時間で説明する姿が印象的であった。

Japan Village の様子

出展企業に参加理由を尋ねたところ、「自治体の支援が
あることで、単独ではハードルの高い海外ビジネスチャ
ンスを増やす絶好の機会になった」との声があった。また、
昨年から参加している企業からは、「継続して出展するこ
とで信頼を得て取引につながっている」といった意見も
あり、VIVATECH が単なる展示の場ではなく、実質的な
ビジネス関係構築の重要な機会となっていることがうか
がえる。

フランスの自治体の参加状況
フランスからも 12 州（Régions）が出展し、各州がそ

れぞれの地域特性を生かしたビジョンの下、独自のイノ
ベーション政策やスタートアップ支援策を積極的に発信
した。各ブースでは、AI や再生可能エネルギー、循環型
経済、モビリティなど、地域課題の解決に直結するソ
リューションが数多く紹介された。

例えば、首都圏を抱えるイル＝ド＝フランス州のブー
ス担当者は、補助金などを通じた手厚い支援が企業の成
長を促すだけでなく、ひいては地域の雇用促進や経済発
展に直結しているとの考え方を示していた。また、スター
トアップ企業は、再生可能エネルギーや AI などの新し
い技術を積極的に取り入れているため、結果として、そ

れらの技術が地域課題の解決に役立つこともあり、ス
タートアップエコシステムの醸成は州と企業の双方に
とって相乗効果をもたらすものとして期待していると
語る。

イル・ド・フランス州のブース

また、国内有数の観光地であるペイ・ド・ラ・ロワー
ル州のブース担当者は、州が域内の企業を応援すること
が、結果的に地域ブランドの価値向上や知名度アップに
もつながり、それがさらなる観光客の誘致や地域活性化
に還元される WIN-WIN の関係にあると語る。

このように、各州が地域の強みと行政課題を紐づけた
戦略的な支援を展開している点は非常に興味深い。

視察を通じた総括と今後の展望
今回の現地視察を通じて、VIVATECH は単なる最新

テクノロジーの展示会にとどまらず、国や自治体による
地域経済政策の推進、スタートアップ支援、国際連携を
総合的に推進する実践的な場として機能していることを
実感した。日本の自治体にとっても、地域の産業構造や
強みをどのようにグローバル市場に打ち出し、スタート
アップ支援を通じていかに地域課題を解決していくかを
考えるうえで、非常に多くの示唆を得られるイベントで
あった。

クレアパリ事務所として、今後もフランスの自治体や
関係機関との連携を深めるとともに、こうした国際的な
イベントへの参加を通じて、日本の自治体行政に資する
情報発信に取り組んでいきたい。
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欧州主要テックイベント７選の概要と特徴
（一財）自治体国際化協会パリ事務所

8
3 万人以上が参加し、5,500 社のスタートアップ、
1,000 人以上の投資家が参加した。
HP： https://londontechweek.com/

TechBBQ
開催地：コペンハーゲン（デンマーク）
開催時期： 毎年秋頃
概要：2013 年にテクノロジー愛好家や起業家が集まる
バーベキューパーティーとして始まり、現在では北欧最
大級のスタートアップイベントへと発展した。スタート
アップ、投資家、大企業、起業支援機関、政策担当者な
どが集い、講演や展示、ピッチ、商談などを通じた交流
が行われる。AI マッチメイキングツールを活用した参
加者同士の交流や Investor Day など投資家向けプログ
ラムが充実しているほか、北欧らしい「Hygge（居心
地の良さ）」を重視した交流しやすいコミュニティーづ
くりを重視している点も特徴的で、サステナビリティ、
グリーンテック、ライフサイエンス分野が充実している。
2025 年は 2,500 社以上のスタートアップ企業および
280 社以上のスケールアップ企業を含む 1 万人以上が
参加した。
HP： https://techbbq.dk/

TechBBQ 会場の様子

Bits & Pretzels
開催地：ミュンヘン（ドイツ）
開催時期： オクトーバーフェストの開催時期
概要：2014 年に創設されたスタートアップイベントで、

欧州各都市で開催されている主要なテック・スタート
アップカンファレンスは、それぞれ独自のテーマや重点
セクター、特色ある開催手法を持っている。各イベント
の特徴を整理した概要を今後の事業展開やイノベーショ
ン創出の参考としてご活用いただきたい。

VIVATECH
開催地：パリ（フランス）
開催時期：毎年 6 月頃
概要：2016 年に創設され、4 日間の日程で開催される
欧州最大級のスタートアップ・テクノロジーイベント。
スタートアップ、世界的なテクノロジー企業、大企業、
投資家、政策決定者などが集まり、AI、サイバーセキュ
リティ、モビリティ、ヘルスケアなど幅広い分野の展示
や講演、製品発表が行われる。世界有数のグローバル企
業もパートナーとして参画するほか、各国・地域がパビ
リオンを出展し、自国・地域のスタートアップやイノベー
ションを発信するなど、企業・行政・スタートアップ
の交流の場となっている。10 周年を迎えた本年は
20 万人以上が来場し、15,000 社のスタートアップが
参加した。
HP： https://vivatechnology.com/

London Tech Week
開催地：ロンドン（イギリス）
開催時期： 毎年 6 月頃
概要：2014 年に創設された英国最大級のテクノロジー
イベント。スタートアップ、大企業、投資家、政府関係
者、政策決定者などが集まり、AI、量子技術、サイバー
セキュリティ、デジタルインフラ、ヘルステック、
Climate Tech など幅広いテーマについて講演や展示、
交流が行われる。英国政府関係者が参画するなど、官民
によるパートナーシップやイノベーション創出の場とし
ての性格も強い。期間中はロンドン市内各所で関連イベ
ントが開催され、都市全体を舞台としたテックフェス
ティバルとなっている。2026 年は世界 128 カ国から
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 自治体によるスタートアップの欧州展開支援

最終日にオクトーバーフェストの会場でネットワーキン
グを行う独自のプログラムがあり、そこでは多くの参加
者がバイエルン地方の伝統民族衣装「Tracht」を着用
して交流を深める。スタートアップ、投資家、企業経営
者らが少人数のテーブルに分かれて商談や情報交換を行
うほか、事前のマッチングプラットフォームを活用した
1 対 1 の面談も実施される。このように、参加者同士
の密度の高い交流を重視しているため、参加者は起業家、
投資家、業界リーダーなどを含む 7,500 人に限定して
いる点も特徴的である。
HP： https://www.bitsandpretzels.com/

Web Summit
開催地：リスボン（ポルトガル）
開催時期：毎年 11 月頃
概 要：2009 年 に わ ず か 150 人 で 始 ま っ た Web 
Summit は、現在では世界最大級のテックイベントの一
つへと成長。世界各国から起業家、投資家、主要メディ
ア、政策立案者が集まり、AI やフィンテック、エネルギー
など幅広い分野のリーダーたちによる最先端の講演のほ
か、スタートアップによるピッチや展示、投資家との交
流機会も充実している。また、リスボン以外の都市、リ
オデジャネイロ（ブラジル）、ドーハ（カタール）、バン
クーバー（カナダ）でもイベントを開催しており、国境
を越えたイノベーションの加速とグローバル展開を促進
している点も大きな特徴である。2025 年は 7 万人以
上 が 参 加 し、2,500 社 以 上 の ス タ ー ト ア ッ プ や
1,500 人以上の投資家が集結した。
HP： https://websummit.com/

Slush
開催地：ヘルシンキ（フィンランド）
開催時期：毎年 11 月
概要：2008 年に 250 人規模の集まりとして始まった
Slush は、創業初期段階のスタートアップと投資家の交
流に重点を置く世界有数のスタートアップイベントへと
発展した。「世界最大級のベンチャーキャピタルの集ま
り」を掲げ、スタートアップによるピッチや、ミーティ
ングツールを活用した投資家との面談、起業家や投資家
による講演、ネットワーキングなどが行われる。学生や
卒業生が主体となる運営や、ライブ会場のような独特の
演出など、他のイベントにはない特徴も持つ。2025 年
は 6,000 社のスタートアップ、3,500 人の投資家を含
む 13,000 人が参加した。
HP： https://www.slush.org/

Slush 会場の様子

4YFN / 4 Years From Now
開催地：バルセロナ（スペイン）
開催時期：毎年 2 月から 3 月頃
概要：世界最大のモバイル通信関連展示会「MWC 
Barcelona」と同時開催されることが特徴であり、本イ
ベントは、通信、モバイル、5G/6G 分野など、ハードウェ
アや社会インフラ領域に強みを持つ点が際立っている。
スタートアップ、投資家、大企業など世界中のイノベー
ション関係者が集い、講演やピッチ、商談、ネットワー
キングが行われる。2025 年には 1,000 社以上のスター
トアップが参加し、MWC・4YFN 全体で 10 万人以上
が参加した。
HP： https://www.4yfn.com/

※すべての写真はクレアパリ事務所職員が撮影Web Summit 会場の様子


